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総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 

ガス事業制度検討ワーキンググループ（第10回）審議概要 

 

 

１．日 時 ２０１９年１１月１２日（火） １０：００～１１：４０  

 

２．場 所 経済産業省本館１７階 第１特別会議室 

 

３．出席者＜委員＞  

山内座長、市村委員、大石委員、男澤委員、柏木委員、橘川委員、草薙委員、武田委

員、二村委員、又吉委員、松村委員 

＜オブザーバー＞  

佐藤 美智夫 東京電力エナジーパートナー株式会社 取締役副社長 

沢田 聡   一般社団法人日本ガス協会 専務理事 

中島 俊朗 石油資源開発株式会社 執行役員 経営企画部／広報IR部担当役員

補佐 

大浦 夏樹  ＪＸＴＧエネルギー株式会社 ガス事業部部長 

伊藤 克彦  東邦ガス株式会社 取締役専務執行役員 

＜経済産業省＞  

下堀ガス市場整備室長、 他 

 

４．議事次第 

  1．開会 

  2．説明・自由討議 

⑴ 二重導管規制に係る変更・中止命令の判断基準に関する検討 

⑵ 熱量バンド制に関する検討 

3．閉会 

 

５．議事概要  

事務局より資料説明後、自由討議 

議題１  

＜二重導管規制に係る変更・中止命令の判断基準に関する検討について＞＊１ 

事務局より 

今後の検討事項として以下の検討を深めることとしてはどうか。 

⚫ 新制度の見直しの有無 

事業者の予見可能性確保の観点からも継続的な制度とすることが望ましいと考えられるが、エネルギ

ーを取り巻く環境が大きく変化している中、熱量バンド制の議論や託送制度見直し等の動向も踏まえ

つつ、新たな制度開始後３年を目途に、本規制の運用状況を確認することとしてはどうか。 
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⚫ ネットワーク需要の算定期間 

ガスシステム改革小委員会においても「可能な限り長期の採録機関を設定することが適当」とされて

いるが、３年間の獲得可能量の算定根拠となるネットワーク需要の伸び率は直近何年分の平均をとる

べきか。 

⚫ 「届出」の判断基準 

新規参入者の事業予見可能性を高めるため、特定ガス導管事業の届出による需要獲得時点を

「届出時点」と明確化する場合、どのような書類が提出されれば「届出」が行われたと認定するに足るか。 

⚫ ガスの供給実績がある既存需要に対する利益阻害性の評価 

既存需要に対してガスの供給実績がある特定ガス導管事業者については、当該需要の規模が、当

該特定ガス導管事業者が供給していた際の需要規模と比較して著しく大きくない場合には、当該ガス

導管事業者による供給を認めることとしている。この運用において、ガスの供給実績がある既存需要の

規模が、特定ガス導管事業者が供給していた際の需要規模と比較して著しく増大した場合の扱いにつ

いてはこれまで明示的に整理されていなかったところ、需要規模が著しく増大した場合は、ガスの供給実

績がある既存需要を除いた部分に対して利益阻害性の判断を行うこととしてはどうか。 

 

 委員から 

⚫  届出の判断基準で、本来届出するべき書類以外の書類の作成義務が無いことは、比較的、特定ガ

ス導管事業者が対応しやすいと思われるので、競争を促進する観点からも良い基準だと思う。 

利益阻害性の評価について、新規参入者、特定ガス導管事業者の自営の導管もガスパイプライン

である以上は公共的な価値が考えられるということが、将来はあり得るかもしれない。具体的に整理する

上でどう評価するか課題になってくる。一例だが現行の標準熱量制度の変化の仕方によっては、特定ガ

ス導管事業者の導管を工夫して、一般ガス導管事業者のバックアップ機能を果たすことも不可能では

なくなるかもしれないと考える。その様になると、利益阻害性の考えも大きく変わってくると思われる。 

特定ガス導管事業者も一般ガス導管事業者も国のフォローアップへの協力を怠りなく行っていただき

たい。それを経てこそ新制度の更なる見直しと考える。 

⚫  フォローアップの見直しの制度開始後3年を目途にとあるが、昨今目まぐるしく変化している環境を考え

ると、必ずしも３年を待つということではなく必要なタイミングで実施していただきたい。 

⚫  利益阻害性の評価を行わない既存事業は、特定ガス導管事業者が過去に新規事業として供給を

開始したことがある既存需要に限定されている現行の基準について適切に運用していただくようお願いし

たい。 

⚫  基本的にはフォローアップは３年かと思うが、随時色々な情報を事業者から提供いただく中で、必要

に応じて検討すべきところは検討すべきと考える。 

 特定導管を敷設されると、その特定ガス導管事業者は差別的取扱いは禁止されることになるので、

小売事業者も既存新規の事業者もどちらも利用し得る状況になってくる。その中で競争が起きることが

重要だと思うので、特定導管の利用状況もフォローアップの項目の中に入れていただきたい。 

⚫  一般の需要家に関しては、旧一般ガス事業者しか選べない。より託送料が高くなって、二重導管規

制の範囲を大きくすることによって不利益を被らないのが二重導管規制であって、熱量バンド制を含め

総合的な考えが重要になってくる。３年は一つの目安であるが、目的が達成できているかどうかチェックを

入れながら適宜制度の見直しをしていくことが重要である。 
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⚫  フォローアップの一つの目的は、二重導管規制の範囲内で未熱調ガスが供給できることになっても利

益阻害性の観点から問題が無いのに詳細な制度の設計の結果、需要が獲得できないということが問

題なので、新規参入者の方は、この制度の成約の為に獲得できなかったという情報が上がっていかない

とチェックのしようもない。制度の不具合によって起こっているのなら積極的な情報提供を期待している。 

新規事業者の方へのお願いだが、一般ガス導管事業者ほど規制がかかっていないが、原理的には託

送も出来、積極的に利用することもできる。託送料金の決め方も同じとは言わないが、託送料金もあり

異状に高い価格を仮につけていたら、既存事業者の託送料金は高すぎると主張しても説得力が無くな

る。その託送料金も合理的な料金にするよう留意していただきたい。 

⚫  フォローアップの見直しについて、検証は３年を待たずに、必要であれば早期に対応をするべきと考え

る。 

座長 

⚫  意見を聞く限りでは、事務局の提案について概ね理解していただいたと思っているので、事務局では、

この議論を踏まえ具体的な制度運用を進めていただくこととする。 

 

 

議題２ 

＜熱量バンド制に関する検討について＞ 

事務局より 

⚫  今年度末にかけて規制改革実施計画閣議決定との関係で中間整理を行うこととなっているので、今

後のスケジュール案を示した。6月から追加調査を行っているが、結果のまとまったものから随時ワーキン

グで報告する。現場に近い関係者からヒアリングを行い、年明けに調査結果をまとめて、出来るだけ定

量的に評価分析しメリット・デメリットの議論を行い、3月までに熱量バンド制への移行の方向性と論点

の中間整理を行うこととしたい。 

 

委員から 

⚫  ヒアリング対象が供給者側だけでなく、熱量バンド制に対し懸念する需要側と積極的に行って欲しいと

する需要側のヒアリングを加えていただきたい。 

 

 事務局から 

 ＜欧州（英独）における熱量バンド制の調査報告について＞ 

 事務局より 

⚫  欧州は、以前はガス品質が安定していた。しかし、近年ではガス田からつながる広域パイプライン網の

形成、域内ガス田の産出減少、ロシア産ガスの供給途絶リスク対策（LNGの活用）、統一市場の形

成と活発なガス取引の促進等の流通環境のため、熱量の不安定化する傾向にあるため、受入れ地点

である導管やLNG基地に熱量調整設備を有していない。そのため、一部の需要家は熱量安定化のた

めの対策が必要。 

⚫  日本の都市ガスの供給安定性はLNGの調達の多様性に依存しており、受入れ地点であるLNG基

地は既に熱量調整設備をそなえているところが多数である。日本は、熱量調整を行うことにより、多様

なLNGの活用と安定した品質の都市ガス供給を両立させている。 
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⚫  熱量バンドの欧州基準では、広めの熱量幅が決まっている。運用実態では、通常は±１％程度だ

が、近年は±２％を超える品質変動が生じている。ドイツでは、実機およびシミュレーションにより３年以

上の歳月をかけてガス品質変動の影響調査を実施した。 

⚫  現在、バイオガスや水素注入等を検討中であり、需要家向けのガス熱量安定化の必要性が認識さ

れている。 

 

 東邦ガスからのヒアリング＜45MJへの標準熱量引下げ対応について＞ 

⚫  業務用の需要量が8割をしめているため、熱量の引下げについても業務用需要家の対応がポイントと

なった。 

事前検討で特に尽力したのが消費機器対応で、安全性・製品の品質に及ぼす影響について同業

他社やメーカーへのヒアリングを行い、個別に調整や改造が必要な機器の洗い出しを行った。 

⚫  金属加工等に使う工業炉はお客様ごとに仕様や使用状況が異なる為、製品品質への影響が懸念

されたことから、一部の機器で個別対応が必要と判断した。個別対応の機器は2,000台超となった。 

特に金属の強度や耐腐食性など必要な性質を持たせる「熱処理炉」が熱量引下げに伴い、製品品

質への影響が懸念された。熱処理炉の保有数は、中小企業も含め約1,800台あった。 

⚫  「変性炉」「浸炭炉」では、一酸化炭素が必要なため、燃焼の他に都市ガスを原材料としている。一

酸化炭素は都市ガスの主成分であるメタン分を中心に作られるため、熱量変更に伴い都市ガスの組成

が変動すると製品の品質に影響を与えることとなる。 

ガスの組成が変わると品質管理基準を逸脱する可能性があるため、品質確認試験を操業に影響を

与えないように盆休み・年末年始等の期間を利用し、1件1件メーカーの力も借りておこなった。 

⚫  熱量引下げ実施日は、24ｈ体制で2日間かけて実施し、熱量引下げ前後は、熱量変動が±

0.4％以内にとどまるよう安定したガスを供給している。 

 

委員から 

⚫  熱量バンド制導入には時間が必要であり、仮にバンドとして熱量に変動がある場合、更なる準備が必

要になると思われる。時間をかけ熱量バンド制に移行するのか、また、どれだけの幅にするのか、あるいは

標準熱量制を維持しながら熱量の引下げを行う余地があるのか検討していただくことが必要と考える。

今回、全体としてどの位のコストがかかったのか、また、事前調査等のコストの割合も伺いたい。 

欧州の例で、浸炭目的の一部ユーザーが安定性を重視しLPGに切り替えているとあるが、浸炭目的

のユーザーが求める水準は極めて高いので、そのニーズに応えられないとLPGへの切り替えることが生じる

可能性がある。熱調して高い信頼を得ていた都市ガスが熱量バンド幅によっては、その信頼を失うことも

ある。 

⚫  消費者へ事前に告知した場合の、期間とコストをお伺いしたい。また、事後に需要家から何か指摘が

あったかお伺いしたい。 

⚫  電力会社のLNG基地は熱量調整設備を有していない方が多く、非常災害時に都市ガスネットワーク

をバックアップすることができない。熱量バンド制によって、熱量調整設備を備えていないLNG基地や電

気事業用ガス導管をガス事業用ネットワーク導管に繋げられることが、更なるエネルギーセキュリティーの

強化につながることと考える。 

既に、未熱調ガスを大量に取引しており、安定品質とコストメリットでお客様に喜んでいただいていると

いう実情もあるので、必ずしも熱量調整が必要とはいえないのではと考える。 
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⚫  安定する熱量を１MJ下げるだけで、これだけ大変であったことから、熱量が変動するなら対応しなけれ

ばならない需要家も必然的に出てくる。バンド制にしたら対応が必要な需要家を全て網羅しているわけ

ではないと思うので、これより大きくなることを認識しなければならない。エネファームにおいても熱量が安

定していればよいのか、熱量が変動した場合はどうなのか聞いていきたい。エネファームが対応できないと

なると実現できないのではと考える。 

 

東邦ガスから 

⚫  バンド制となるとコストは大きく変わってきます。メリットとしては2015年当時LPGの価格が高騰してい

たこともあり、LPGの削減で数億～十数億になるのでガス料金の低減効果になる。デメリットは事前対

応を含め約10億＋労務費となる。 

家庭用機器では、単純燃焼であり13A仕様の機器であり、引き下げ後も13Aグループ内であり問題

はない。 

需要家への告知では、変動制になったならどのように告知するのか難しいところだ。天然ガスを導入し

た時は数年かけてお客様に告知した。また、事業者からの事後の指摘は特になかった。 

エネファームの対応では、1MJ下げた場合はどうかと確認しただけなので、変動したらどうかとは確認し

てない。 

 

 委員から 

⚫  料金の低減につながったのか、また、浸炭等どのような産業で影響が出るのかお伺いしたい。 

⚫  熱量バンド制を導入することで、オンサイトでの対応は。また、旧一般ガス事業者の方が対応において

強みはないのかお伺いしたい。 

 

東邦ガスから 

⚫  熱量を下げた時点で、料金改定を行っている。新しいLNG・LPGの構成によって基準料金価格をリセ

ットした。オンサイトでの対応では、お客様先で熱調設備を置くとなるとスペース・設備・管理体制が必要

となるため、厳しいと思われる。旧一般ガス事業者の強みとしては、お客様の機器はどのような物がある

かは熟知していること。しかしバンド制になったらどうなるか、どう調整したらよいか検討したことは無いの

で、旧一般ガス事業者だから有利ということはないと考える。 

 

 委員から 

⚫  今後、事業者ヒアリングは、ガスのユーザーである産業界の意見を広く聞くようにしてほしい。 

⚫  産業用が多い東邦ガスのようなところは、熱量バンド制の導入は難しいかもしれないが、家庭用が多

いところは熱量バンド制の方が良いのではないか。 

 

 事務局から 

⚫  金属の加熱処理、メッキ、レンガ、タイル、磁器、ガラス産業に影響がでると思われる。 

  

６．次回、１２／２５（火）１０：３０～ 場所については後日ご案内する。 

 

以上 
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